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平 成 １ ６ 会 計 年 度 事 業 計 画 

区   分 業 務 別 計 画 

 

１ 放送大学を設置し，

これを運営することに

関する事項 

 

 

（１）学生の募集等 

   以下のとおり平成１６年度第２学期及び平成１７年度第１学期学生募集を行

い，入学者の決定を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお，学費については下記のとおりとする。 

①教養学部 
学生の種類 入学料 授業料 

全科履修生 
20,000円 

（17年度第１学期入学者から22,000 円） 
1単位 

当たり 

 

5,000円 

選科履修生 
7,000円 

（17年度第１学期入学者から8,000 円） 

科目履修生 
5,000円 

（17年度第１学期入学者から6,000 円） 

集中科目履修生 4,000円 

 

②大学院文化科学研究科 

学生の種類 検定料 入学料 授業料 研究指導料

修士全科生 30,000円
40,000円 

（17年度第１学期入学者から44,000円）

1単位 

当たり 

10,000円

1単位 

当たり 

20,000円

修士選科生 

（17 年度第１学期

から新設） ― 

16,000円 

― 

修士科目生 
10,000円 

（17年度第１学期入学者から12,000円）
 

区  分 
入学 

定員 
募集期間等 

教養学部

平成16年度第2学期 

全科履修生 
15,000

６月１５日 

～８月３１日 平成16年度第2学期 

選科・科目履修生 
40,000

平成 17年度第1学期 

全科履修生 
15,000

１２月１５日 

～２月２８日 平成17年度第1学期 

選科・科目履修生 
40,000

平成 16年度 

集中科目履修生 
― 

５月１日 

～５月３１日 

大学院 

文化科学

研究科 

平成17年度 

修士全科生 
500

9/1～9/14   募集期間 

10/8     第1次合格者の決定（書類審査） 

10/24    第２次選考    （小論文） 

11/13,14    〃   （面接試問） 

12/10    最終合格者決定 

平成16年度第2学期 

修士科目生 
10,000

６月１５日 

～８月３１日 

平成17年度第1学期 

修士選科・科目生 
― 

１２月１５日 

～２月２８日 

（注）募集期間等は予定である。 
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区  分 業 務 別 計 画 

 

 

 

 

（２）学生の教育等 

  ① 学生に対して放送授業，面接授業，通信指導，研究指導，単位認定試験等

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放送授業 

 

・平成16年 4月 1日～4月28日 

 平成16年 5月 6日～7月21日 

 

平成 16年 10月 1日～12月 28日 

 平成17年 1月 5日～1月20日 

 

・学部２８８科目，大学院６６科目を放送 

 

・ 平成16年 4月 29日～5月 5日及び平成16年 12月 29日～17年 1月 4日 

を「ゆとりの期間」として，また，平成16年 7月 22日～9月 30日及び平 

成 17年 1月 21日～3月 31日を「集中放送授業期間」として，特別講義を 

放送するほか，授業番組の一部を再放送 

・ なお，夏季集中放送授業期間には，「司書教諭資格取得に資する科目」（５ 

 科目），「准看護師の看護師資格取得に資する科目」（２科目）を放送 

 

面接授業 

 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む。）が指導

を実施（スクーリング） 

 

・面接授業の種類 

 ①毎週型 週１回の授業を毎週火～金の同曜日・同時限に５回 

（５週）にわたり実施（5月～6月，11月～12月） 

 ②土日型 連続する土曜・日曜に１回の授業を５回実施 

（4月～6月，10月～12月）

 ③集中型 連続する２～３日間に１回の授業を５回実施 

（8月，2月）

通信指導 

（第1学期） 

（第2学期） 

 

〔（集中科目履修生）

平成１６年 ６月９日 通信指導提出期限 

平成１６年１２月２日     〃 

 

平成１６年８月１３日     〃    〕

研究指導 

（大学院）
・研究指導を行い，第２年次の学生は修士論文等の審査を行う 

単位認定

試験 

・教養学部 
（第1学期）平成16年 7月 25日～31日 

（第 2学期）平成17年 1月 23日～29日 

・集中科目履修生 

 「司書教諭資格取得に資する科目」 平成16年 10月 22日 単位認定レポート提出期限 

 「准看護師の看護師資格取得に資する科目」 平成 16年 9月 24日，25日 

 

・大学院文化科学研究科
（第1学期）平成16年 8月 1日～3日 

（第 2学期）平成17年 1月 30日～2月 1日

 

 

１５週間 

１５週間 
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区  分 業 務 別 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 放送大学における教

育に必要な放送等の実

施に関する事項 

 

 

 

  ② 各種資格の取得に資する教育を実施する。 

   専修免許状，特殊教育教諭免許状，看護師資格など 

 

  ③ 他大学との単位互換を推進する。 

 

  ④ 海外の遠隔高等教育機関との国際交流を推進する。 

 

（３）教材の作成 

   新たに開設する授業科目の放送教材及び印刷教材を作成する。 

   また，大型企画番組等の特別講義の制作を進める。 

 

（４）学習センターの運営 

   全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うため，学習 

センターの運営を行う。 

 

   ①面接授業の実施 

 

   ②単位認定試験の実施 

 

   ③ビデオ・オーディオテープの視聴学習機会の提供 

 

   ④学生サービス 

    再視聴の受付，図書の貸出，学習相談，証明書の発行等 

 

   ⑤当該地域の広報活動・学生募集活動 

 

 

（５）施設設備の整備 

  ① 茨城大学との施設合築により茨城学習センターの整備等を行う。 

 

 

 

 

  ② 福島県いわき市にサテライトスペースを設置する。 

 

  ③ キャンパス・ネットワーク・システムを計画的に整備する。 

 

  ④ 教育研究に必要な機械・器具の整備及び図書・学術雑誌の充実を図る。 

 

 

（１）放送等の実施 

   東京放送局，前橋放送局等において，テレビ（UHF）及びラジオ（FM）により，

また，衛星放送（CS デジタル放送）のテレビ及びラジオにより，次のように授

業番組等を放送する。 

 

構造・規模 放送大学面積 茨城大学分面積 

SRC造 3階建 

1,700㎡

（左のうち2～3階部分）

1,200㎡

（1階部分） 

500㎡
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区  分 業 務 別 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前２号に掲げる業務

に附帯する業務に関す

る事項 

 

  ① 番組編成及び放送時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 番組の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）放送設備の整備 

   地上デジタルテレビジョン放送用設備の整備のための放送システムの実施設

計，東京送信所の局舎整備及び幕張演奏所の電源設備整備等を行う。 

 

（１）広報活動の実施 

   放送大学の周知を図るとともに，学生募集活動に資するため，広報資料の作 

  成，新聞広告等の広報活動を行う。 

番組編成期間 放送時間 

 

放送授業期間 

 

平成16年 4月 1日～4月 28 日 

平成16年 5月 6日～7月 21 日 

平成16年 10月 1日～12月 28日 

平成17年 1月 5日～1月 20 日 

 

日曜及び月曜 午前6時から午後12時まで 

 

火曜     午前6時から翌日午前2時まで 

 

水曜から土曜 午前5時15分から翌日午前2時まで

 

ゆとりの期間 

 

平成16年 4月 29日～5月 5日 

平成16年 12月 29日 

～平成17年 1月 4日 

 

毎日     午前6時から午後12時まで 

 

集中放送授業期間 

 

平成16年 7月 22日～9月 30 日 

平成17年 1月 21日～3月 31 日 

 

毎日     午前6時から午後12時まで 

番 組 名 番 組 内 容 

授

業

番

組

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 

特別講義 
各学問分野の第一人者が，それぞれの専門について，

自由にあるいはさらに深く掘り下げて講義する番組 

告

知

番

組

科目選択ガイド 科目選択の方法などを紹介する番組 

大学の窓 
大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供す

る番組 

特別番組 
学習を進める上で参考になる話題，行事などをさまざ

まな形で放送する番組 

大学案内 放送大学のＰＲと学生募集のための番組 

大学院案内 大学院のＰＲと学生募集のための番組 
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区  分 業 務 別 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ その他学園の行う業

務に関する事項 

 

 

  ① 放送大学の周知に係る広報活動 

    ・ホームページの充実 

    ・体験入学（各学習センター）の実施 

    ・生涯学習フェスティバル等各種イベントへの参加 

    ・特別講演会（各学習センター）の実施 

 

  ② 平成１６年度第２学期及び平成１７年度第１学期学生募集に係る広報活動 

    ・学生募集ポスター，学生募集リーフレット，その他広報資料の作成 

    ・新聞，テレビ，雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

    ・自治体が設置する生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請 

・政府広報，各自治体広報等公的広報誌の活用 

 

（２）調査研究の実施 

  ① 視聴状況調査 

    放送番組の編成及び内容に関する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況、

番組に対する視聴者の評価を客観的に把握するための調査を行い、今後の番

組編成及び番組制作等の充実向上を図る。 

 

  ② ＩＴを活用した教育システム等の調査研究 

    学習サポートへの向上に資する観点から，インターネット配信について，

その実現可能性，教育的効果，課題等を明らかにするため，実証的な調査研

究を実施する。 

 

（３）事務電算システムの運用等 

  ① 各種業務システムの運用 

    人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム，図書シス 

テム，キャンパスネットワークシステム（大学院研究指導支援システムを含 

む。）及び文書管理システム（情報公開のための法人文書ファイル管理システ

ムを含む。）の運用を行う。 

 

  ② 教務情報システムの改善 

    准看護師の看護師資格取得を支援するリフレッシュ教育の拡充及び大学院

修士選科生制度の新設等，制度改正に伴う教務情報システムの必要な改善を

行う。 

 

  ③ 新たな財務・会計システムの開発 

    特別な学校法人化に伴い，新たに定められた会計基準及び会計規程等に適

合した会計事務及び決算処理を効率的に行える財務・会計システムを開発す

る。 

 

 ・ 地上テレビジョン放送のデジタル化に伴う放送授業番組の在り方等について

検討を行う。 

 

 ・ 事務組織の再編成を行う。 



 
 
 
 
 
 
 

添 付 書 類 

 

 

 

１．平成 16 会計年度予定貸借対照表 

 

２．平成 16 会計年度予定損益計算書 

 

３．平成 15 会計年度予定貸借対照表（平成 15 年 10 月～平成 16 年 3 月） 

 

４．平成 15 会計年度予定損益計算書（平成 15 年 10 月～平成 16 年 3 月） 

 

５．平成 15 会計年度業務報告書（平成 15 年 10 月～平成 16 年 3 月） 

 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等（該当なし） 

 

７．平成 16 会計年度収入支出予算 

 



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ．

１

3,469,887

11,732,630

△ 777,659 10,954,971

452,648

△ 56,949 395,698

1,943,736

△ 950,812 992,923

484,894

△ 95,758 389,135

5,015,477

11,390

△ 4,988 6,402

684,191

21,908,689

２

3,705

5,574

1,771

1,197

238,619

250,868

３

567,799

36,500

285,378

889,678

23,049,236

Ⅱ．

7,882,017

698,943

1,419,685

147

10,000,794

33,050,030

電気供給施設等利用権

土 地

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

建 物

流 動 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

１．　16 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(平成17年3月31日）

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

長 期 性 預 金

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

電信電話専用施設利用権

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

水 道 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計



負　　債　　の　　部

Ⅰ．

6,331,798

2,142

18,632

82,884

684,191

400,491

691,006

8,211,146

Ⅱ．

5,554,160

26,069

30,291

915,362

372,976

2,627

266,472

7,167,960

15,379,107

拠　　出　　の　　部

Ⅰ．

15,894,965

Ⅱ．

715,901

△ 1,489,357

2,040,239

504,304

1,771,087

Ⅲ．

4,798

71

(71)

4,869

17,670,923

33,050,030

資 産 見 返 給 付 金

資 産 見 返 寄 附 金

学生数等減少準備引当金

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 負 担 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 補 助 金 等

負 債 合 計

流 動 負 債

預 り 寄 附 金

預 り 金

仮 受 金

前 受 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

利 益 剰 余 金 合 計

拠 出 金

政 府 拠 出 金

固 定 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

損益外減価償却累計額

特 別 修 繕 準 備 金

利 益 剰 余 金

拠 出 剰 余 金 合 計

負 債 拠 出 合 計

拠 出 剰 余 金

放送大学教育振興基金

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

拠 出 合 計

当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 総 利 益 ）



（単位：千円）

Ⅰ．

6,180,470

908,151

8,383,203

418,856

681

2,314

1,249

4,655

1,194

115,034

16,015,809

Ⅱ．

14,471,949

1,543,788

16,015,738

Ⅲ．

7,366

7,366

Ⅳ．

7,366

7,366

Ⅴ．

71

Ⅵ．

71

受 取 利 息

当 期 総 利 益

一 般 管 理 費

当 期 純 利 益

経 常 収 益

経 常 費 用

臨 時 利 益

資 産 見 返 補 助 金 戻 入

財 務 収 益

当 期 純 利 益

臨 時 損 失

臨 時 損 失 合 計

固 定 資 産 除 却 損

当 期 総 利 益

２．　16 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(平成16年4月1日～平成17年3月31日）

授 業 料 等 収 益

入 学 金 等 収 益

運 営 費 補 助 金 等 収 益

臨 時 利 益 合 計

有 価 証 券 利 息

経 常 費 用 合 計

資 産 見 返 補 助 金 戻 入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 給 付 金 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

経 常 収 益 合 計

雑 益

業 務 費



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ．

１

3,469,887

11,414,630

△ 257,125 11,157,504

452,648

△ 18,983 433,665

1,807,784

△ 315,731 1,492,052

356,809

△ 29,518 327,290

4,890,484

12,850

△ 1,991 10,859

21,781,745

２

3,705

7,156

1,939

1,676

378,203

392,680

３

567,699

36,502

285,378

889,580

23,064,007

Ⅱ．

7,956,286

698,943

1,419,685

73

10,074,989

33,138,996資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

無 形 固 定 資 産

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

長 期 性 預 金

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

電信電話専用施設利用権

水 道 施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

３．　15 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(平成16年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

電気供給施設等利用権

土 地

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具



負　　債　　の　　部

Ⅰ．

6,347,784

2,823

20,946

84,133

440,714

691,006

7,587,408

Ⅱ．

5,554,160

26,069

30,291

959,462

372,976

2,627

256,418

7,202,006

14,789,415

拠　　出　　の　　部

Ⅰ．

15,894,965

Ⅱ．

397,901

△ 492,528

2,040,239

504,204

2,449,816

Ⅲ．

4,798

(4,798)

18,349,580

33,138,996

資 産 見 返 給 付 金

資 産 見 返 寄 附 金

学生数等減少準備引当
金

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 負 担 金

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

流 動 負 債

預 り 寄 附 金

預 り 金

仮 受 金

前 受 金

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 総 利 益 ）

負 債 拠 出 合 計

拠 出 剰 余 金

放送大学教育振興基金

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

拠 出 合 計

当 期 未 処 分 利 益

利 益 剰 余 金

拠 出 剰 余 金 合 計

流 動 負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

損益外減価償却累計額

特 別 修 繕 準 備 金

拠 出 金

政 府 拠 出 金



（単位：千円）

Ⅰ．

3,288,428

543,601

4,322,019

200,459

340

805

624

4,863

1,037

97,416

8,459,595

Ⅱ．

7,816,735

638,061

8,454,796

Ⅲ．

1,830

1,830

Ⅳ．

1,830

1,830

Ⅴ．

4,798

Ⅵ．

4,798

臨 時 損 失

臨 時 損 失 合 計

固 定 資 産 除 却 損

経 常 費 用 合 計

臨 時 利 益 合 計

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

経 常 収 益 合 計

雑 益

業 務 費

当 期 総 利 益

４．　15 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(平成15年10月1日～平成16年3月31日）

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益

運 営 費 補 助 金 等 収 益

受 取 利 息

当 期 総 利 益

当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

経 常 収 益

経 常 費 用

臨 時 利 益

資 産 見 返 補 助 金 戻 入

有 価 証 券 利 息

財 務 収 益

資 産 見 返 補 助 金 戻 入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 給 付 金 戻 入

一 般 管 理 費
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Ⅰ 放送大学学園の概要

事 業 内 容 １ 放送大学を設置し、これを運営すること
２ 放送大学の教育に必要な放送等を行うこと
３ その他必要な業務を行うこと

事務所の所在地 千葉県千葉市美浜区若葉２丁目１１番地

役員の定数等
定数：理事６人以上８人以内（うち常勤５人、非常勤３人以内）、監事２人（うち非常勤１人）

氏 名 役 職 任 期 経 歴

井 上 孝 美 理 事 長 平成15年10月 1日～ 昭和38年 4月 文部省入省
平成17年 9月30日 平成 8年 1月 文部事務次官

平成 9年 7月 放送大学学園理事長

丹 保 憲 仁 理事（学 長） 平成15年10月 1日～ 昭和44年 4月 北海道大学教授
平成17年 4月30日 平成 7年 5月 北海道大学総長

平成13年 5月 放送大学学長

大 澤 幸 夫 理 事 平成15年10月 1日～ 昭和44年 4月 文部省入省
平成17年 9月30日 平成11年 7月 京都大学事務局長

平成13年 1月 放送大学学園理事

後 藤 敬 三 理 事 平成15年10月 1日～ 昭和48年 4月 大蔵省入省
平成17年 9月30日 平成13年 7月 国税庁国税不服審判所次長

平成14年 7月 放送大学学園理事

石 原 秀 昭 理 事 平成15年10月 1日～ 昭和46年 4月 郵政省入省
平成17年 9月30日 平成13年 7月 総務省大臣官房技術総括審議官

平成15年 8月 放送大学学園理事

後 藤 祥 子 理事（非常勤） 平成15年10月 1日～ 平成13年 4月 学校法人日本女子大学理事長
平成17年 9月30日 平成13年 4月 日本女子大学学長

平成13年 7月 放送大学学園理事（非常勤）

遠 藤 利 男 理事（非常勤） 平成15年10月 1日～ 平成 3年 7月 学校法人日本放送協会学園理事長
平成17年 9月30日 平成 5年 6月 ㈱ＮＨＫエンタープライズ２１

代表取締役社長
平成13年 7月 放送大学学園理事（非常勤）

長 尾  理事（非常勤） 平成15年10月 1日～ 昭和48年10月 京都大学教授
平成17年 9月30日 平成 9年12月 京都大学総長

平成12年 7月 放送大学学園理事（非常勤）

北 尾 美 成 監 事 平成15年10月 1日～ 昭和45年 4月 文化庁入庁
平成17年 9月30日 平成12年 7月 木更津工業高等専門学校長

平成14年 8月 放送大学学園監事

西 垣 昭 監事（非常勤） 平成15年10月 1日～ 昭和63年 6月 大蔵事務次官
平成17年 9月30日 平成 2年 5月 海外経済協力基金総裁

平成10年 7月 放送大学学園監事（非常勤）
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教員及び職員の数 教員： ９０人
職員：２５２人

沿 革 昭和５６年 ７月 放送大学学園設立
昭和５８年 ４月 放送大学設置
昭和５９年１０月 東京放送局免許
昭和５９年１２月 前橋放送局免許
昭和６０年 ４月 関東地方の一部において、テレビ・ラジオによる授業放送

を開始するとともに学生を受入れ
平成 ２年１０月 関東地方以外において、順次ビデオ・オーディオテープを

利用した授業等を行うとともに学生を受入れ
平成１０年 １月 衛星放送による授業番組等の全国放送の開始
平成１０年１０月 全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始
平成１３年 ４月 放送大学大学院設置
平成１４年 ４月 放送大学大学院学生受入れ
平成１５年１０月 特殊法人から特別な学校法人へ移行

設立に係る根拠法 放送大学学園法（平成１４年１２月１３日法律第１５６号）

主 管 省 庁 名 文部科学省、総務省

審 議 等 機 関 名 称 評議員会
業務内容 ・理事長の諮問に応じ、放送大学学園の業務の運営に関する重要事項

について審議する。
・放送大学学園の業務の運営につき、理事長に対して意見を述べる。

構 成 員 【定数：２０～２７人 現員：２７人】

氏 名 職 名 等

麻 生 誠 放送大学副学長
阿 部 幸 子 青山学院女子短期大学長
阿 部 齊 放送大学図書館長
阿 部 充 夫 財団法人放送大学教育振興会理事長
安 西 祐一郎 学校法人慶應義塾塾長
石 弘 光 一橋大学長
石 井 稔 放送大学学園事務局長
井 上 孝 美 放送大学学園理事長
遠 藤 利 男 前 株式会社ＮＨＫｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ21顧問
大井田 清 日本テレビ放送網株式会社技術顧問
川 上 泰 子 放送大学同窓会会長
神 田 道 子 東洋大学教授
後 藤 祥 子 学校法人日本女子大学理事長・日本女子大学長
酒 井 昭 社団法人日本民間放送連盟常勤顧問
坂 元  メディア教育開発センター所長
嶋 崎 悦 子 社団法人日本ＰＴＡ全国協議会理事
関 根 昭 義 日本放送協会専務理事・放送総局長
曽 根 秀 敏 神奈川県教育委員会教育長
長 尾  前 京都大学長
中 島 尚 正 放送大学東京多摩学習センター所長
南 雲 光 男 日本サービス・流通労働組合連合常任顧問
広 瀬 道 貞 財団法人民間放送教育協会理事長
福 岡 道 生 元 社団法人日本経済団体連合会参与
本 田 和 子 お茶の水女子大学長
村 上 重 美 社団法人日本新聞協会専務理事
茂 木 友三郎 キッコーマン株式会社代表取締役社長
渡 邊 守 章 放送大学副学長
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Ⅱ 事 業 の 実 施 状 況

１ 放送大学を設置し、これを運営することに関する事項

（１）学生の募集等
下記のとおり、平成１６年度第１学期学生募集を行った。

区 分 入学定員 募 集 期 間 等

第１学期 全科履修生 15,000
教養学部 １２月１５日～２月２９日

第１学期 選科・科目履修生 40,000

（ 9/ 1～ 9/16 募集）
10/ 7 第１次合格者の決定（書類審査）

大学院 修士全科生 500 10/26 第２次選考 （小 論 文）
文化科学研究科 11/15・16 〃 （面接試問）

12/10 最終合格者決定

第１学期 修士科目生 10,000 １２月１５日～２月２９日

（入学者数推移）
〔学 部〕 （単位：人）

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度
年 度

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期

全 科 履 修 生 9,392 4,026 9,282 4,283 7,184 3,713 6,488 3,989

選 科 履 修 生 16,029 6,051 15,738 5,845 12,831 5,248 11,601 5,580

科 目 履 修 生 11,635 10,404 11,766 10,910 11,046 11,650 10,900 11,074

特別聴講学生 1,182 4,094 1,074 3,861 1,101 3,832 1,065 3,723

※１２年度及び１３年度の特別聴講学生には、研究生の数を含む。

〔大学院〕 （単位：人）

１４年度 １５年度
年 度

１学期 ２学期 １学期 ２学期

修 士 全 科 生 549 498

修 士 科 目 生 9,224 9,357 11,428 10,108

特別聴講学生 － 2 4 3
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（２）学生の教育等
① 平成１５年度第２学期の在学者（学部８８，３５２人、大学院１１，１５２人）に対して放送授業、面接授業、

通信指導、研究指導、単位認定試験等を下記のとおり実施した。

放送授業 ・平成１５年１０月１日～１２月２８日
１５週間

平成１６年 １月５日～ １月２０日

・学部２８６科目、大学院６６科目を放送

なお、平成１５年１２月２９日～１６年１月４日を「ゆとりの期間」として、また、
平成１６年１月２１日～３月３１日を「集中放送授業期間」として特別講義を放送する
ほか、授業番組の一部を再放送

面接授業 ・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む。）が指導を実施（スクーリング）
・面接授業の種類

①毎週型 週１回の授業を毎週火～金の同曜日・同時限に５回（５週）にわたり実施
（１１月～１２月）

②土日型 連続する土曜・日曜に１回の授業を５回実施（１０月～１２月）
③集中型 連続する２～３日間に、１回の授業を５回実施（２月）

・延べ１，１７５科目の面接授業等を実施

通信指導 ・放送授業科目について、学期の途中に１回、一定範囲の問題を出題し、その添削を行う
（通信指導の評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる）

・通信指導提出期限：平成１５年１２月２日

研究指導 ・研究指導を行い、第２年次の学生は修士論文等の審査を実施
（大学院）

単位認定試験 ・教養学部 平成１６年１月２２日～２８日
・大学院文化科学研究科 平成１６年１月３０日～３１日

また、学部において２，６２３人の卒業認定、大学院修士課程において３４４人の修士修了認定を行った。

（学部卒業者数推移）

１ ５ 年 度
１３年度 １４年度 １５年度末累計

第１学期 第２学期 計

３，３２１人 ４，２６５人 １，８４９人 ２，６２３人 ４，４７２人 ３０，２８５人

② 専修免許状、特殊教育教諭免許状、看護師資格取得など各種資格の取得に資する教育を実施した。

③ 他大学との単位互換を下記のとおり締結している。
〔学 部〕平成１５年度末までに２５３校。
〔大学院〕平成１５年度末までに３校。

（３）教材の作成

〔学 部〕
平成１６年度に新たに開設する授業科目（看護師資格取得に資する科目を含む。）８２科目について、放

送教材及び印刷教材を作成した。
また、夏季集中期間に開設している「司書教諭資格取得に資する科目」を２科目改訂する他、新たに「准

看護師の看護師資格取得に資する科目」２科目について、放送教材及び印刷教材を作成した。
さらに、授業科目９科目について字幕を付与するとともに、前年度に引き続き大型企画番組を２本制作し

た。

〔大学院〕
平成１６年度に新たに開設する授業科目３科目について、放送教材及び印刷教材を作成した。
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（４）学習センターの運営

① 面接授業の実施
学習センターにおいて、第２学期に延べ１，１７５科目の面接授業等を実施した。

② 単位認定試験の実施
各学習センターにおいて下記の日程で単位試験を実施した。
・教養学部 平成１６年１月２２日～２８日
・大学院文化科学研究科 平成１６年１月３０日～３１日

③ ビデオ・オーディオテープの視聴学習機会の提供
各学習センターに放送教材を配架し、再視聴学習に供した。

④ 学生サービス
各学習センターにおいて、図書の貸出、学習相談、証明書の発行等の業務を行った。

⑤ 当該地域の広報活動・学生募集活動
各学習センターにおいて、広報活動及び学生募集活動を行った。

（５）施設設備の整備
① 山梨大学との施設合築による山梨学習センターの整備等を行った。

構造・規模 放送大学面積 山梨大学分面積

ＳＲＣ造６階建 （左のうち１～２階部分） （１～６階部分）
８，３６６㎡ １，３６６㎡ ７，０００㎡

平成１６年４月１日より供用開始

② また、教育研究に必要な機械・器具の整備を進めるとともに、図書・学術雑誌の充実を図った。

（６）自己点検・評価
平成１６年３月、放送大学の自己点検・評価報告書をとりまとめた。

２ 大学における教育に必要な放送等の実施に関する事項

（１）放送等の実施
東京放送局、前橋放送局等において、テレビ（ＵＨＦ）及びラジオ（ＦＭ）により、また、衛星放送（Ｃ

Ｓデジタル放送）のテレビ及びラジオにより下記のとおり、授業番組を放送した。

① 番組編成及び放送時間

番 組 編 成 期 間 放 送 時 間

日曜及び月曜 午前６時から午後１２時まで
放 送 授 業 期 間

火曜 午前６時から翌日午前２時まで
平成１５年１０月１日～１２月２８日
平成１６年 １月５日～ １月２０日 水曜から土曜 午前５時１５分から翌日午前２時まで

ゆ と り の 期 間
（平成１５年１２月２９日～１６年１月４日）

毎日 午前６時から午後１２時まで
集中放送授業期間

（平成１６年１月２１日～３月３１日）
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② 番組の種類

番 組 名 番 組 内 容

授
授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組

業

番 各学問分野の第一人者が、それぞれの専門について、自由にあるいはさらに深く掘
特別講義 り下げて講義する番組

組

科目選択ガイド 科目選択の方法などを紹介する番組
告

大学の窓 大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供する番組
知

特別番組 学習を進める上で参考になる話題、行事などをさまざまな形で放送する番組
番

大学案内 放送大学のＰＲと学生募集のための番組
組

大学院案内 大学院のＰＲと学生募集のための番組

（２）放送設備の整備
放送局施設の整備等として下記を実施した。

①桐生固定局の送受信設備の更新
②地上デジタルテレビジョン放送の実施に伴うアナログ周波数変更対策の一環として、東京テレビ放送局

と前橋テレビ放送局の送信周波数の安定化対策の実施
③放送局の安定した運行のための、放送関連施設及び機器等の保全・管理等

※送信周波数の安定化対策

地上デジタルテレビジョン放送を実施する上で必要なアナログ周波数変更対策により生ずるテレビ画面の
乱れ等を防止するため、高精度の発振器に取り替えるもの。

３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項

（１）広報活動の実施
各種広報資料の作成・配布、公開講演会の開催、新聞・雑誌・テレビを利用した広報を行うとともに、各種

イベントに参加した。

① 放送大学の周知に係る広報活動
・ホームページの充実
・体験入学（各学習センター）の実施
・生涯学習フェスティバル等各種イベントへの参加（平成１５年１１月２６日～１２月１日：沖縄県）
・全国産業教育フェアへの参加（平成１５年１０月１７日～１０月１９日：北海道）
・特別講演会（各学習センター）の実施

（平成１５年１２月３日：沖縄県 平成１５年１２月１３日：愛知県 等）

② 平成１６年度第１学期（４月入学）学生募集に係る広報活動
・学生募集ポスター、学生募集リーフレット、その他広報資料の作成
・新聞、テレビ、雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施

テレビＣＭ 平成１６年１月１３日～１９日
新聞広告 読売，朝日新聞等 計８紙掲載（本部実施分）

・自治体が設置する生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請
・政府広報、各自治体広報等公的広報誌の活用
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（２）調査研究の実施

① 視聴状況調査
放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況を把握するための調査を実施中である。

② ＩＴを活用した教育システム等の調査研究
学習サポートへの向上に資する観点から、インターネット配信について、その実現可能性、教育的効果、

課題等を明らかにするため、放送番組の一部を配信し、モニター調査を実施した。

③ 放送のデジタル機能を活用した放送授業番組に関する基礎的調査研究
放送のデジタル化に伴い、データ放送等の新機能の活用による放送授業番組の高度化及び放送と通信・

蓄積メディアとの連携等について、基礎的な調査を行った。

（３）事務電算システムの運用等
① 各種業務システムの運用

人事・給与システム、財務・会計システム、教務情報システム、図書システム、キャンパスネットワーク
システム（大学院研究指導支援システムを含む。）及び情報公開のための法人文書ファイル管理システムの
運用を行った。

② 文書管理システムの開発
事務情報化を推進するため、ペーパレス化及び情報の共有化等に資する文書管理システムを開発した。

③ 教務情報システムの改善
面接授業、学校図書館司書教諭講習、卒業判定及び証明書発行等に係る教務事務処理を適正、かつ、円

滑に実施するため、教務情報システムの必要な改善を行った。
④ 人事・給与システムの改善

特別な学校法人化に伴う人事・給与制度の変更並びに平成１５年度の本学園の役員給与規則及び職員給
与規則の変更に応じて、人事・給与システムの必要な改善を行った。

（４）その他
監査法人による会計監査を導入した。（あずさ監査法人）



 
 
 
 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該当なし 

 
 



前 年 度
予 算 額

平成16年度
予 算 案

比 較
増 △ 減 額

前 年 度
予 算 額

平成16年度
予 算 案

比 較
増 △ 減 額

(款）事業収入

（項）授業料及入学検定料 7,293,840 7,088,621 △ 205,219 （項）管理経費 1,413,898 1,402,755 △ 11,143

(款）事業外収入

（項）雑収入 151,220 136,942 △ 14,278 （項）教材作成等事業費 4,251,420 4,106,412 △ 145,008

(款）補助金収入

（項）国庫補助金 9,561,141 9,795,631 234,490 （項）教育研究費 9,471,518 9,126,072 △ 345,446

（項）放送事業費 1,452,904 1,378,764 △ 74,140

（項）放送大学学園施設整備費 411,150 1,002,191 591,041

（項）予備費 5,311 5,000 △ 311

17,006,201 17,021,194 14,993 17,006,201 17,021,194 14,993

(注）前年度予算額については、年間予算額を本年度予算案との比較対照のため組替え掲記している。

合　　　　　　　計合　　　　　　　計

７．平成１６会計年度収入支出予算

(単位：千円）

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

科　　　　　　　　目 科　　　　　　　　目


